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エネルギー自給率の推移　

出典： 経済産業省資源エネルギー庁

フランス  　　　ドイツ  　　　日本  　　　イギリス  　　　アメリカ

各国の特徴

 ドイツ
高い再エネ普及、石炭の国内
生産、原子力発電の利用から
一定の自給率

 日本
化石燃料をほぼ全て海外に
依存、再エネの利用は拡大も
原子力発電の利用が進まず、
極めて低い自給率

 アメリカ
シェールガス、シェールオイル生産
でほぼ全てのガス・石油需要を自給

 イギリス
北海油田の石油や風力発電・原子力
の拡大により高い自給率

 フランス
電源構成に占める原子力発電の割合
は高いものの、その他の資源は輸入
に依存
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日本のエネルギー政策のいまと
今後の展望について

特 集 2

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
現
状
を
考
え
る
に
あ
た
り
、
ま
ず
は
日
本

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
か
ら
み
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
。

１
９
６
０
年
代
前
半
に
は
国
内
で
多
く
の
石
炭
を
産
出
し
て

い
た
た
め
、
自
給
率
は
60
％
程
度
あ
り
ま
し
た
が
、
２
度
の

オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
の
経
験
を
経
た
日
本
は
そ
の
後
原
子
力
、

天
然
ガ
ス
な
ど
様
々
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
利
用
す
る
よ
う
に
な

り
ま
し
た
。

東
日
本
大
震
災
以
前
の
２
０
１
０
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
自

給
率
は
20
％
程
度
あ
り
ま
し
た
が
、
震
災
後

は
原
子
力
発
電
所
が
次
々
停
止
し
た
た
め
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
は
１
ケ
タ
台
に
低
下
し

ま
し
た
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
拡

大
や
原
子
力
発
電
所
の
再
稼
働
に
よ
り
、

２
０
１
８
年
に
は
11
・
8
％
に
な
り
ま
し
た

が
、
電
源
構
成
で
み
る
と
、
火
力
発
電
の
割

合
が
77
％
と
非
常
に
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

各
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
の
推
移【
図
１
】

と
比
較
す
る
と
、
日
本
は
先
進
国
の
中
で
も

自
給
率
が
非
常
に
低
い
国
で
す
。
ア
メ
リ
カ

は
ト
ラ
ン
プ
大
統
領（
現
在
は
前
大
統
領
）の

も
と
で
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
推
進
す
る
エ
ネ

ル
ギ
ー
政
策
を
と
り
、
近
年
シ
ェ
ー
ル
ガ

ス
・
オ
イ
ル
の
生
産
量
が
増
加
し
た
た
め
、

自
給
率
が
高
く
90
％
を
超
え
て
い
ま
す
。
イ

2020年11月28日　新潟県上越市における講演要録

皆
さ
ん
こ
ん
に
ち
は
。
ご
紹
介
い
た
だ
き
ま
し
た
松
本
で

ご
ざ
い
ま
す
。

本
日
は
、
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
つ
い
て
の
現
状
を
お
話

し
し
た
の
ち
、
今
な
に
か
と
耳
に
す
る「
脱
炭
素
社
会
」実

現
に
向
け
た
世
界
と
日
本
の
動
向
な
ど
を
お
話
し
し
た
い

と
思
い
ま
す
。

2
０
２
０
年
11
月
28
日
、
新
潟
県
上
越
市
に

お
い
て「
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
ま
ち
上
越
を
考
え
る
」

を
テ
ー
マ
と
し
た
イ
ベ
ン
ト
が
上
越
エ
ネ
ル

ギ
ー
懇
談
会
の
主
催
に
て
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

上
越
市
は
、
古
く
か
ら
石
油
や
ガ
ス
な
ど
エ

ネ
ル
ギ
ー
資
源
が
産
業
を
支
え
、
発
展
し
て

き
た
町
で
す
。
現
在
も
、
J
E
R
A
（
東
京
電

力
グ
ル
ー
プ
と
中
部
電
力
が
出
資
す
る
発
電

会
社
）の
上
越
火
力
発
電
所
、
国
際
石
油
開
発

帝
石（
株
）の
L
N
G
基
地
の
ほ
か
、
東
北
電

力（
株
）の
上
越
火
力
発
電
所（
2
0
2
3
年
運

転
開
始
予
定
）、
関
川
水
系
の
水
力
発
電
所
な

ど
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
施
設
が
集
積
し
て
い

ま
す
。

本
イ
ベ
ン
ト
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
施
設
が
数
多
く

立
地
し
て
い
る
も
の
の
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
考
え

る
機
会
が
少
な
い
地
元
の
方
に
、
日
本
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
現
状
や
上
越
の
歴
史
を
知
り
、
脱
炭

素
社
会
に
向
け
た
生
活
の
あ
り
か
た
や
、
こ
の

町
の
未
来
の
姿
を
考
え
る
き
っ
か
け
と
な
る
こ

と
を
目
的
と
し
て
開
催
さ
れ
た
も
の
で
す
。
当

日
は
松
本
氏
の
基
調
講
演
の
ほ
か
、
パ
ネ
ル

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
が
開
催
さ
れ
、
約
1
0
0

名
の
参
加
者
は
熱
心
に
耳
を
傾
け
ま
し
た
。

他
国
に
比
べ
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
が
低
い
日
本

東京大学教養学部環境エネルギー科学特別部門客員准教授 松
ま つ も と

本 真
ま

由
ゆ

美
み

氏   



出典： 財務省貿易統計

日本の化石燃料の輸入先
● 化石燃料のほぼ全量を海外から輸入。原油は中東依存度が約9割。
● 天然ガスは原油に比べ調達先の多角化が進んでおり、中東依存度は約 2 割。今後も豪州や北米等も含めた多様な
地域からの調達が見込まれる。

● 石炭は中東依存度が0％。豪州、インドネシア、ロシアなど、近距離かつ海洋のチョークポイントを通過せずに調達。

石炭（2019年）天然ガス（2019年）原油（2019年）

一般炭輸入量
（2019）

約1億1.355万トン

LNG輸入量
（2019）

約7.733万トン

原油輸入量
（2019）

約300万B/D

中東依存度：0％中東依存度：17.8％中東依存度：88.4％

サウジアラビア
35.8％
サウジアラビア
35.8％ オーストラリア

38.9％
オーストラリア
38.9％

オーストラリア
68.0％
オーストラリア
68.0％

インドネシア
12.0％

インドネシア
12.0％

ロシア
12.0％
ロシア
12.0％

マレーシア
12.1％
マレーシア
12.1％

カタール
11.3％
カタール
11.3％

ロシア　8.3％ロシア　8.3％

インドネシア
5.4％

インドネシア
5.4％

パプアニューギニア
4.8％

パプアニューギニア
4.8％

ブルネイ　5.6％ブルネイ　5.6％

UAE　29.7％UAE　29.7％

カタール
8.8％

カタール
8.8％

クウェート
8.5％

クウェート
8.5％

アメリカ　2.2％アメリカ　2.2％
オマーン　1.8％オマーン　1.8％
イラン　1.6％イラン　1.6％
イラク　1.4％イラク　1.4％

アメリカ　4.8％アメリカ　4.8％
オマーン　3.7％オマーン　3.7％ アメリカ　3.8％アメリカ　3.8％

カナダ　2.8％カナダ　2.8％UAE　2.8％UAE　2.8％

その他　2.7％その他　2.7％
その他　2.3％その他　2.3％バーレーン　1.0％バーレーン　1.0％

エクアドル　1.3％エクアドル　1.3％
その他　0.6％その他　0.6％
中国　0.8％中国　0.8％

ロシア　5.4％ロシア　5.4％

【図３】 【図２】

出典： 資源エネルギー庁　2020年10月13日時点

原子力発電所の現状

東京電力HD㈱
柏崎刈羽原子力発電所

稼働中2基、停止中7基
（起動日）

（許可日） （申請日）

再稼働  9 基

（H29.12.27）

（H26.8.12）

（H27.11.5）

設置変更許可  7基

北陸電力㈱
志賀原子力発電所

（H28.10.5）

（H30.3.14）（H30.5.9）

（H28.4.20）

（H25.12.25）（H30.8.10）

（H30.3.23）（H30.6.16）
（H27.8.11）（H27.10.15）

（H29.6.6）（H29.5.17）

日本原子力発電㈱
敦賀発電所

（H25.7.8）
（H26.12.16）

北海道電力㈱
泊発電所

電源開発㈱
大間原子力発電所

関西電力㈱
美浜発電所

（H28.8.12）

（H27.6.16）（H26.2.14）

四国電力㈱
伊方発電所

関西電力㈱
大飯発電所

関西電力㈱
高浜発電所

中国電力㈱
島根原子力発電所

九州電力㈱
玄海原子力発電所 九州電力㈱

川内原子力発電所

審査中  11 基

（H26.6.10）

（R2.2.26）

（H30.9.26）

未申請  9 基 廃炉  24 基廃炉  24 基

東京電力HD㈱
東通原子力発電所

東北電力㈱
東通原子力発電所

東北電力㈱
女川原子力発電所

東京電力HD㈱福島第一原子力発電所

東京電力HD㈱福島第二原子力発電所

日本原子力発電㈱
東海・東海第二発電所

中部電力㈱
浜岡原子力発電所
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ギ
リ
ス
も
北
海
油
田
の
石
油
や
安
定
し
て
強
い
風
が
吹
く
た

め
洋
上
風
力
の
導
入
拡
大
、
原
子
力
等
に
よ
り
自
給
率
は
高

い
状
況
で
す
。
フ
ラ
ン
ス
は
原
子
力
発
電
の
割
合
が
高
く

50
％
程
度
の
自
給
率
が
あ
り
ま
す
。
ド
イ
ツ
は
国
内
で
石
炭

を
産
出
し
て
い
て
、
な
お
か
つ
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
普

及
率
が
高
い
た
め
40
％
程
度
の
自
給
率
が
あ
り
ま
す
。

日
本
は
化
石
燃
料
の
ほ
と
ん
ど
を
海
外
か
ら
輸
入
し
て

い
ま
す
。
原
油
は
、
中
東
依
存
度
が
高
く
輸
入
の
約
9
割

を
占
め
て
い
ま
す
。
中
東
は
政
情
が
大
変
不
安
定
で
す
。

日
本
に
原
油
を
運
ぶ
タ
ン
カ
ー
が
何
者
か
に
攻
撃
さ
れ
て

炎
上
し
た
こ
と
が
あ
り
ま
す
が
、
非
常
に
リ
ス
ク
の
高
い
所

を
通
っ
て
運
搬
さ
れ
て
い
ま
す
。
原
油
に
比
べ
、
天
然
ガ
ス

は
調
達
で
き
る
国
が
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
・
マ
レ
ー
シ
ア
・
カ

タ
ー
ル
・
ロ
シ
ア
・
ブ
ル
ネ
イ
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
な
ど
に
分

散
さ
れ
て
い
ま
す
。
石
炭
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
か
ら
7
割

程
度
輸
入
し
、
そ
の
他
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
・
ロ
シ
ア
・
ア
メ
リ

カ
・
カ
ナ
ダ
か
ら
輸
入
し
て
い
る
状
況
で
す【
図
２
】。

L
N
G
（
液
化
天
然
ガ
ス
）は
、
石
炭
や
石
油
に
比
べ
二

酸
化
炭
素
の
排
出
量
が
少
な
い
と
い
う
点
か
ら
も
、
環
境

面
で
も
注
目
さ
れ
て
い
る
資
源
で
す
。
も
と
も
と
天
然
ガ

ス
を
冷
却
、
液
体
化
し
て
船
で
運
ぶ
の
は
日
本
の
商
社
が

最
初
に
行
っ
た
こ
と
で
、
今
で
も
日
本
は
世
界
の
L
N
G

輸
入
量
の
4
分
の
1
を
占
め
る
世
界
最
大
の
L
N
G
輸
入

国
で
す
。
１
９
６
９
年
度
は
18
万
ト
ン
だ
っ
た
の
で
す
が
、

２
０
１
８
年
度
は
８
２
８
５
万
ト
ン
と
か
な
り
の
量
を
輸
入

し
て
い
ま
す
。
２
０
１
８
年
度
の
電
源
構
成
比
も
38
％
と

重
要
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
な
っ
て
い
ま
す
。
Ｌ
Ｎ
Ｇ
は
環
境
面

で
も
優
れ
て
い
る
た
め
、
ア
ジ
ア
各
国
に
お
け
る
輸
入
量
が

増
え
て
き
て
い
ま
す
。
特
に
経
済
的
発
展
が
著
し
い
中
国

や
イ
ン
ド
は
将
来
的
に
輸
入
量
が
現
在
の
２
倍
程
度
に
増

え
る
と
の
見
通
し
も
あ
り
、
資
源
獲
得
競
争
に
よ
る
日
本

の
購
入
価
格
へ
の
影
響
も
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

原
子
力
発
電
は
現
在
、
２
０
２
０
年
11
月
末
時
点
で
再
稼

働
し
て
い
る
の
が
九
州
電
力
の
玄
海
発
電
所（
３
・
４
号
機
）

と
川
内
発
電
所（
１
・
２
号
機
）、
関
西
電
力
の
大
飯
発
電
所

（
３
・
４
号
機
）と
高
浜
発
電
所（
３
・
４
号
機
）、
四
国
電
力
の

伊
方
発
電
所（
３
号
機
）の
９
基
、
運
転
中
は
九
州
電
力
の
３

基
と
な
っ
て
い
ま
す【
図
３
】。

福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
後
、
国
の
規
制
基
準
が

厳
し
く
な
り
、
２
０
１
３
年
７
月
に
施
行
さ
れ
た
新
規
制
基

準
で
は
、
放
射
性
物
質
の
拡
散
抑
制
対
策
・
格
納
容
器
破
損

防
止
対
策
・
炉
心
損
傷
防
止
対
策
の
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト

対
策
と
、
意
図
的
な
航
空
機
衝
突
や
テ
ロ
等
に
よ
り
、
炉
心

の
損
傷
が
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
な
ど
に
対
し
、
放

射
性
物
質
の
放
出
を
抑
制
す
る
た
め
の
特
定
重
大
事
故
等
対

処
施
設（
特
重
施
設
）の
設
置
が
求
め
ら
れ
ま
し
た
。
特
重
施

設
に
は
設
置
期
限
が
あ
り
、
審
査
認
可
か
ら
５
年
以
内
に
設

置
す
る
必
要
が
あ
り
、
工
事
が
間
に
合
わ
な
か
っ
た
場
合
に

は
運
転
を
停
止
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、
高
浜
発
電
所

の
２
基
は
停
止
し
て
い
る
状
況
で
す
。

再
稼
働
が
進
ま
な
い
原
子
力
発
電
の
現
状

化
石
燃
料
の
輸
入
に
は
調
達
リ
ス
ク
の
回
避
が
重
要



【図4】

再生可能エネルギーの国際比較（発電比率）

出典：資源エネルギー庁

主要再エネ
※水力除く

発電量

日本（2018年）

太陽光 6.0％

イタリア（2017年）

太陽光 8.3％

中国（2017年）

風力 4.4％

カナダ（2017年）

風力 4.4％

アメリカ（2017年）

風力 6.0％

フランス（2017年）

風力 4.4％

スペイン（2017年）

風力 18.0％

イギリス（2017年）ドイツ（2017年）

風力 14.9％

10,512億kWh66,021億kWh6,583億kWh42,637億kWh5,570億kWh2,940億kWh2,734億kWh3,355億kWh6,477億kWh

風力 16.3％

60％

70％

30％

10％

100％

90％

80％

50％

40％

20％

0％

発
電
電
力
量
に
占
め
る
割
合

石油・その他 2.2石油・その他 2.2

石油・その他 1.7石油・その他 1.7

石油・その他 6.1石油・その他 6.1
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再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
し
て
は
、
２
０
１
８
年
７
月

に
閣
議
決
定
さ
れ
た「
第
5
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」の
中

で
、
主
力
電
源
化
に
向
け
た
取
り
組
み
が
盛
り
込
ま
れ
て
い

ま
す
。
私
は
、
主
力
電
源
化
を
議
論
し
た
政
府
の
審
議
会
の

メ
ン
バ
ー
で
も
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ま
で
の
再
エ
ネ
拡
大
の
過

程
を
見
ま
す
と
、
設
置
ま
で
の
期
間
が
短
く
、
新
規
参
入
し

や
す
い
と
い
う
こ
と
も
あ
り
、
太
陽
光
発
電
に
偏
重
し
て
い

る
状
況
で
す
。
一
方
、
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
は
海
外
か
ら
の
木

材
チ
ッ
プ
を
輸
入
す
る
製
紙
会
社
や
林
業
の
会
社
な
ど
が
、

大
型
発
電
所
の
事
業
を
開
始
し
て
い
ま
す
。

風
力
発
電
で
す
が
、
こ
こ
上
越
市
に
も
風
力
発
電
設
備
が

あ
り
ま
す
が
、
政
府
は
洋
上
風
力
を
再
エ
ネ
主
力
電
源
化
の

切
り
札
に
す
る
考
え
で
す
。
世
界
の
洋
上
風
力
の
9
割
は

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
あ
り
ま
す
。
日
本
で
も
導
入
拡
大
を
図
る
た

め
、
国
が
秋
田
県
の
２
海
域
、
千
葉
県
の
銚
子
沖
、
長
崎

県
五
島
市
沖
を
促
進
区
域
に
選
定
し
ま
し
た
。
２
０
１
９

年
４
月
に
制
定
さ
れ
た「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
海
域
利
用

法
」に
基
づ
き
、
こ
れ
ら
の
区
域
で
は
30
年
間
洋
上
風
力
の

占
用
が
可
能
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
に
関
連
し
て
、
秋
田
港
・

能
代
港
・
鹿
島
港
・
北
九
州
港
が「
基
地
港
湾
」に
指
定
さ

れ
、
風
力
発
電
関
連
産
業
の
拠
点
に
し
て
い
く
動
き
が
活
発

化
し
て
い
ま
す
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
拡
大
に
あ
た
っ
て
は
、
様
々

な
課
題
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
ま
ず
日
本
は
、
海
外
に
比
べ
て
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
発
電
コ
ス
ト
が
高
い
こ
と
が
挙
げ

ら
れ
ま
す
。
例
え
ば
、
太
陽
光
発
電
は
２
０
１
９
年
、
ド
イ

ツ
が
キ
ロ
ワ
ッ
ト
時
当
た
り
6
・
8
円
に
対
し
て
、
日
本
は

12
・
9
円
。
風
力
発
電
に
つ
い
て
も
ド
イ
ツ
が
キ
ロ
ワ
ッ
ト

時
当
た
り
6
・
9
円
に
対
し
て
、
日
本
は
19
円
と
高
く
、
発

電
コ
ス
ト
の
低
減
が
課
題
で
す
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、
固
定
価
格
買
取
制
度（
F
I
T
）

の
も
と
、
私
た
ち
が
電
気
料
金
の
中
で
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
促
進
賦
課
金（
以
下
、
賦
課
金
）を
負
担
す
る
こ
と

に
よ
り
導
入
拡
大
し
て
い
ま
す
。
現
在
、
電
気
料
金
に
占
め

る
賦
課
金
の
割
合
は
産
業
用
で
16
％
、
家
庭
用
で
11
％
で
す

が
、
家
庭
に
お
い
て
は
平
均
す
る
と
１
年
間
で
約
１
万
円
負

担
し
て
い
て
、
国
民
負
担
が
大
き
く
な
っ
て
い
る
状
況
で
す
。

ま
た
、
導
入
拡
大
に
よ
り
、
接
続
す
る
送
電
線
の
新
設
や
増

強
も
必
要
に
な
っ
て
き
ま
し
た
。
送
電
線
の
増
強
費
用
を
誰

が
負
担
す
る
の
か
、
審
議
会
で
議
論
さ
れ
て
い
る
状
況
で
す
。

ま
た
、
日
本
は
電
源
に
占
め
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

割
合
は
２
０
１
８
年
度
は
16
・
9
％
で
、
太
陽
光
発
電
は
そ

の
う
ち
6
％
で
す【
図
４
】。
再
エ
ネ
の
比
率
が
高
い
ヨ
ー
ロ
ッ

パ
は
、
国
際
連
系
線
と
い
う
送
電
線
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が
張
り

巡
ら
さ
れ
て
お
り
、
再
エ
ネ
の
電
気
が
余
っ
て
い
る
、
と
い
っ

た
場
合
な
ど
、
Ｅ
Ｕ
域
内
で
電
力
の
輸
出
入
を
し
な
が
ら
、

脱
炭
素
化
へ
動
き
出
す
世
界
と
日
本

需
給
調
整
を
行
い
、
再
エ
ネ
の
導
入
拡
大
を
図
れ
る
と
い
う

メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
他
国
と
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が

繋
が
っ
て
い
な
い
日
本
は
自
国
内
で
電
力
の
需
給
を
調
整
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
大
容
量
の
蓄
電
設
備
の
導
入
は
現

時
点
で
は
技
術
面
・
コ
ス
ト
面
で
難
し
く
、
今
後
再
エ
ネ
の
導

入
拡
大
を
図
る
上
で
、
調
整
力
の
確
保
は
大
き
な
課
題
で
す
。

こ
こ
か
ら
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
考
え

て
い
き
ま
す
。
な
ぜ
脱
炭
素
、
二
酸
化
炭
素（
Ｃ
Ｏ　
　２

 

）の
排
出

量
削
減
を
推
進
し
て
い
く
の
か
、
そ
の
根
本
に
は
地
球
温
暖
化

の
問
題
が
あ
り
ま
す
。
１
７
５
０
年
頃
に
起
こ
っ
た
産
業
革
命

以
降
、
人
類
は
石
炭
や
石
油
な
ど
を
大
量
に
消
費
す
る
社
会
に

移
行
し
ま
し
た
。
工
業
化
に
よ
り
Ｃ
Ｏ　
　２

 

、メ
タ
ン
な
ど
の
温
室

効
果
ガ
ス
の
排
出
量
が
急
激
に
増
え
た
た
め
、
地
球
の
平
均
気

温
が
産
業
革
命
以
前
の
水
準
よ
り
も
約
１
度
温
暖
化
さ
れ
た
と

推
定
さ
れ
て
い
ま
す
。
現
在
の
進
行
速
度
で
は
、
21
世
紀
末
の

世
界
の
平
均
気
温
は
、　
1
9
8
6
年
か
ら
２
０
０
５
年
の
平

均
よ
り
も
最
大
で
４・８
度
上
昇
す
る
と
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。

温
室
効
果
ガ
ス
は
Ｃ
Ｏ　
　２

 

が
占
め
る
割
合
が
76
％
と
高
く
、

現
在
の
世
界
の
Ｃ
Ｏ　
　２

 

排
出
量
は
中
国
の
28
・
2
％
を
筆
頭
に
、

日
本
は
3
・
4
％
と
世
界
で
5
番
目
の
排
出
国
に
な
っ
て
い
ま

す
。
日
本
の
Ｃ
Ｏ　
　２

 

排
出
量
は
燃
料
の
燃
焼
や
、
供
給
さ
れ
た

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
拡
大
へ
の
課
題



【図5】

出典： 温室効果ガスインペントリオフィスより作成出典： GIO「日本の温室効果ガス排出量データ」より作成

日本と世界のCO2排出量
● 日本のCO2排出量は、世界で5番目。CO2排出の内訳の太宗はエネルギー起源が占める。

世界のCO2排出量（2017年）日本のCO2排出量（2018年）

CO2排出量
11.4億トン

国別排出割合
世界の排出量合計
約328億トン

産業部門
2.8億t
産業部門
2.8億t

業務部門
0.6億t
業務部門
0.6億t

家庭部門
0.5億t
家庭部門
0.5億t

運輸部門
2.0億t
運輸部門
2.0億t

エネルギー転換
4.6億t
エネルギー転換
4.6億t

アメリカ
14.5％
アメリカ
14.5％

その他
28.6％
その他
28.6％

中国
28.2％
中国
28.2％

インド
6.6％
インド
6.6％

ロシア
4.7％
ロシア
4.7％

韓国 1.8％韓国 1.8％

フランス 0.9％フランス 0.9％
イタリア 1.0％イタリア 1.0％
イギリス 1.1％イギリス 1.1％

オーストラリア 1.2％オーストラリア 1.2％
ブラジル 1.3％ブラジル 1.3％
メキシコ 1.4％メキシコ 1.4％

インドネシア 1.5％インドネシア 1.5％
カナダ 1.7％カナダ 1.7％

ドイツ 2.2％ドイツ 2.2％
日本 3.4％日本 3.4％

エネルギー
起源CO2 
93％

エネルギー
起源CO2 
93％

非エネルギー
起源CO2 
7％

非エネルギー
起源CO2 
7％

その他　0.3億tその他　0.3億t
工業プロセス　0.4億t工業プロセス　0.4億t

出典： IPCC　SR1.5l　Fig.SPM１a

気候変動に関する政府間パネル（IPCC） 
１.５℃特別報告書（2018年10月）

1.25

0.50

0.25

2.00

1.75

1.50

1.00

0.75

21002080206020402020200019801960
0.00

世
界
平
均
気
温
変
化﹇
℃
﹈

（
1
8
5
0
〜
1
9
0
0
年
の
平
均
を
基
準
）

20172017

人間活動による
温暖化

人間活動による
温暖化

観測された
気温変化
観測された
気温変化

2030年から2052年の間に
1.5℃上昇する可能性

2030年から2052年の間に
1.5℃上昇する可能性

このままの
ペース
このままの
ペース

1.5℃未満を目指した場合の
気温の不確実性幅

（2055年CO2排出正味ゼロ）

1.5℃未満を目指した場合の
気温の不確実性幅

（2055年CO2排出正味ゼロ）

⇒

　　2122　　ひろば　504 号

電
気
や
熱
の
使
用
に
伴
っ
て
排
出
さ
れ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の

も
の
が
９
割
以
上
を
占
め
て
い
ま
す【
図
5
】。

そ
う
し
た
中
、
世
界
各
地
で
異
常
気
象
の
多
発
が
報
告
さ

れ
、
地
球
温
暖
化
が
進
む
と
異
常
気
象
を
底
上
げ
し
て
し
ま

う
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

２
０
１
６
年
11
月
に
、
１
８
７
の
国
・
地
域
が
参
加
す
る

「
パ
リ
協
定
」が
発
効
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
２
０
２
０
年
以

降
の
温
暖
化
対
策
の
国
際
的
な
枠
組
み
で
、
世
界
共
通
の
長

期
目
標
と
し
て
、
今
世
紀
末
ま
で
に
平
均
気
温
の
上
昇
を
２

度
未
満
に
抑
え
、
で
き
る
だ
け
１・
５
度
ま
で
に
抑
え
る
努
力

を
す
る
と
い
っ
た
指
針
が
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
各
国
が

削
減
目
標
を
２
０
２
３
年
か
ら
5
年
ご
と
に
更
新
・
深
堀
り

し
て
、
さ
ら
に
削
減
目
標
を
高
め
る
検
討
を
行
っ
て
い
く
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

最
近
は
新
聞
や
テ
レ
ビ
等
で
、「
脱
炭
素
化
」「
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」と
い
う
言
葉
が
頻
繁
に
聞
か
れ
る
よ
う
に
な

り
ま
し
た
。
こ
の
状
況
に
至
っ
た
経
緯
を
お
話
し
し
た
い
と
思

い
ま
す
。

２
０
１
８
年
10
月
、
I
P
C
C
（
気
候
変
動
に
関
す
る
政

高
ま
っ
て
き
た「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」へ
の
機
運

府
間
パ
ネ
ル
）と
い
う
世
界
中
の
科
学
者
数
千
人
か
ら
構
成
さ

れ
て
い
る
団
体
は
、「
地
球
温
暖
化
が
現
状
の
ま
ま
進
め
ば
、

早
け
れ
ば
２
０
３
０
年
か
ら
２
０
５
２
年
の
間
に
世
界
の
平

均
気
温
が
産
業
革
命
前
よ
り
１・
５
度
上
昇
す
る
可
能
性
が
高

い
」と
す
る「
１・
５
度
特
別
報
告
書
」を
発
表
し
ま
し
た【
図

６
】。
パ
リ
協
定
の
目
標
で
あ
る
気
温
上
昇
を
２
度
か
ら
１・５

度
に
抑
え
る
た
め
に
は
、
Ｃ
Ｏ　
　２

 

排
出
量
を
２
０
３
０
年
ま
で

に
45
％
、
２
０
５
０
年
頃
に
は
実
質
ゼ
ロ
に
削
減
す
る
必
要

が
あ
る
と
指
摘
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
Ｃ
Ｏ　
　２

 

の
排
出
量

【図6】

コ
ロ
ナ
後
の
経
済
復
興
に
は「
環
境
重
視
」の
政
策
を

と
吸
収
量
が
実
質
同
量
と
す
る「
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
」

を
目
指
す
機
運
が
高
ま
っ
て
き
た
の
で
す
。

Ｅ
Ｕ
が
２
０
１
９
年
12
月
、
２
０
５
０
年
の
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
柱
と
す
る
欧
州
グ
リ
ー
ン
デ
ィ
ー
ル
を
発
表

し
た
後
、
程
な
く
し
て
、
世
界
的
な
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感

染
拡
大
に
よ
り
、
経
済
活
動
が
停
滞
し
ま
し
た
。
こ
の
影
響
で

２
０
２
０
年
の
Ｃ
Ｏ　
　２

 

排
出
量
は
前
年
に
比
べ
８
％
減
に
な
る

と
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。
大
き
な
経
済
的
打
撃
を
受
け
た
各
国

は
、
景
気
の
回
復
を
目
指
し
、
今
後
様
々
な
政
策
を
実
施
し
て

い
く
わ
け
で
す
が
、
回
復
に
あ
た
っ
て
は
単
に
今
ま
で
と
同
様

の
排
出
量
の
水
準
に
戻
す
の
で
は
な
く
、
排
出
量
を
更
に
削
減

す
る
環
境
重
視
の
経
済
復
興
策
を
と
る
べ
き
で
、
Ｃ
Ｏ　
　２

 

削
減

に
貢
献
す
る
事
業
に
対
し
て
積
極
的
に
投
資
し
て
い
こ
う
と
す

る
機
運
が
高
ま
っ
て
い
ま
す
。
Ｅ
Ｕ
で
は
、
２
０
２
１
年
以
降

配
分
さ
れ
る
総
額
約
90
兆
円
も
の
復
興
基
金
の
う
ち
約
3
分

の
１
は
気
候
変
動
対
策
に
資
す
る
も
の
に
充
当
さ
れ
ま
す
。

近
年
、
Ｃ
Ｏ　
　２

 

を
多
く
排
出
す
る
石
炭
火
力
発
電
へ
の
逆
風

が
強
ま
っ
て
い
ま
す
。
世
界
の
多
く
の
金
融
機
関
が
今
後
石

炭
火
力
発
電
所
へ
の
新
設
等
に
経
済
的
支
援
を
行
わ
な
い
と

い
う
方
針
を
表
明
す
る
よ
う
に
な
っ
た
の
も
、
脱
炭
素
化
へ

の
流
れ
が
大
き
く
影
響
し
て
い
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。



【図7】

出典： 資源エネルギー庁

第5次エネルギー基本計画における
2030年度の電力の電源ミックスの目標

電源構成

非
化
石

化
石

2030年度
（将来）
2030年度
（将来）

2018年度2018年度2010年度
（震災前）
2010年度
（震災前）

地熱
1.0~1.1％
地熱

1.0~1.1％

バイオマス
3.7~4.6％
バイオマス
3.7~4.6％

風力 1.7％風力 1.7％

水力
8.8～9.2％
水力

8.8～9.2％

太陽光
7.0％
太陽光
7.0％

地熱 0.2％地熱 0.2％
バイオマス 2.3％バイオマス 2.3％
風力 0.7％風力 0.7％

水力
7.7％
水力
7.7％

太陽光
6.0％
太陽光
6.0％火力全体：65％

LNG　29％
石油　9％
石炭　28％

火力全体：65％
LNG　29％
石油　9％
石炭　28％

再エネ　9％再エネ　9％

原子力　25％原子力　25％

火力全体：77％
LNG　38％
石油　7％
石炭　32％

火力全体：77％
LNG　38％
石油　7％
石炭　32％

火力全体：56％
LNG　27％
石油　3％
石炭　26％

火力全体：56％
LNG　27％
石油　3％
石炭　26％

再エネ　17％再エネ　17％

原子力　6％原子力　6％ 再エネ
24～22％
再エネ
24～22％

原子力
22～20％
原子力
22～20％
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日
本
の
脱
炭
素
化
に
向
け
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

そ
の
他
、
諸
外
国
に
お
い
て
も
環
境
重
視
の
様
々
な
政
策

が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
コ
ロ
ナ
は
私
た
ち
に
新
し
い
生
活

様
式
を
も
た
ら
す
と
と
も
に
、
環
境
対
策
を
促
進
す
る
き
っ

か
け
に
も
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
世
界
的
な
流
れ
を
う
け
、
日
本
は
ど
の
よ
う
な

政
策
を
と
っ
て
い
く
の
で
し
ょ
う
か
。
２
０
２
０
年
10
月
26
日
、

菅
義
偉
首
相
は
２
０
５
０
年
ま
で
に
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
、

脱
炭
素
社
会
の
実
現
を
目
指
す
こ
と
を
表
明
し
ま
し
た
。

菅
首
相
の
所
信
表
明
演
説
を
受
け
て
、
梶
山
弘
志
経
済
産

業
大
臣
は
同
日
、
２
０
５
０
年
ま
で
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト

ラ
ル
・
グ
リ
ー
ン
成
長
に
向
け
て
臨
時
会
見
を
開
き
ま
し

た
。
そ
の
中
で
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
主
力
電
源
化
を

目
指
し
て
蓄
電
池
の
活
用
や
、
水
素
を
利
用
し
た
発
電
の
技

術
開
発
、
洋
上
風
力
の
導
入
の
促
進
、
自
動
車
の
電
動
化
な

ど
と
い
っ
た
重
要
分
野
に
つ
い
て
、
目
標
年
限
な
ど
を
盛
り

込
ん
だ
実
行
計
画
を
ま
と
め
る
、
と
述
べ
ま
し
た
。（
※
政
府

は
12
月
25
日
に
2
0
5
0
年
の
脱
炭
素
化
社
会
に
向
け
た

「
グ
リ
ー
ン
成
長
戦
略
」を
発
表
）

政
府
が
２
０
１
８
年
に
発
表
し
た
2
0
3
0
年
度
に
お
け
る

電
源
構
成
を
示
し
た「
第
５
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」【
図
7
】

で
は
火
力
発
電
全
体
が
56
％
、
原
子
力
は
22
～
20
％
、
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
22
～
24
％
と
示
さ
れ
て
い
ま
す
。
現
在
政
府

で
は「
第
６
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」の
策
定
に
向
け
た
議
論

が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
2
0
5
0
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
の
宣
言
を
ふ
ま
え
る
と
、
再
エ
ネ
の
比
率
は
引
き
上
げ
ら
れ

る
と
予
想
さ
れ
ま
す
。
そ
の
一
方
で
、
再
エ
ネ
の
導
入
拡
大
に

は
先
に
挙
げ
た
い
く
つ
か
の
課
題
が
あ
り
ま
す
。
風
力
発
電
は

風
が
吹
か
な
い
と
発
電
し
な
い
、
太
陽
光
発
電
は
お
日
様
が
無

い
と
発
電
し
な
い
と
い
う
不
確
定
要
素
が
あ
り
、
そ
う
い
っ
た

松ま
つ
も
と本 

真ま

ゆ

み

由
美

東
京
大
学

教
養
学
部
環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
科
学

特
別
部
門　

客
員
准
教
授

熊
本
県
生
ま
れ
。
上
智
大
学
外
国
語
学
部
卒
業
。
東
京
大
学 

教
養
学
部
附
属
教
養
教
育
高

度
化
機
構 

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
科
学
特
別
部
門 

客
員
准
教
授
。
専
門
は
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

政
策
論
・
科
学
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
。

大
学
在
学
中
か
ら
、
Ｔ
Ｖ
朝
日
の
報
道
番
組
の
キ
ャ
ス
タ
ー
、
リ
ポ
ー
タ
ー
、
デ
ィ
レ
ク

タ
ー
と
し
て
取
材
活
動
を
行
い
、
そ
の
後
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ 

Ｂ
Ｓ
１
で
ワ
ー
ル
ド
ニ
ュ
ー
ス
キ
ャ
ス

タ
ー
と
し
て「
ワ
ー
ル
ド
レ
ポ
ー
ト
」等
の
番
組
を
6
年
間
担
当
し
た
。
２
０
０
８
年
5
月
よ

り
研
究
員
と
し
て
東
京
大
学
で
の
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
の
人
材
育
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

携
わ
り
、
２
０
１
3
年
4
月
よ
り
現
職
。
現
在
は
教
養
学
部
で
の
学
生
へ
の
教
育
活
動
を
行

う
一
方
、
講
演
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
、
執
筆
な
ど
幅
広
く
活
動
す
る
。

〈
主
な
兼
職
〉

・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
国
際
環
境
経
済
研
究
所（
Ｉ
Ｅ
Ｅ
Ｉ
）理
事
・
主
席
研
究
員

・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
協
議
会（
Ｊ
Ｃ
Ｒ
Ｅ
）理
事

〈
委
員
等
〉

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
大
量
導
入
・
次
世
代
電
力
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
小
委
員
会
」委
員（
平
成
29
年
度
〜
令
和
2
年
度
）

経
済
産
業
省「
海
洋
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備
促
進
区
域
に
関
す
る
協
議
会
」委
員

（
令
和
元
年
度
〜
令
和
2
年
度
） 

等

略略  

歴歴

変
動
を
補
う
調
整
電
源
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
そ
の
点
で
も

火
力
発
電
は
重
要
に
な
り
ま
す
が
、
脱
炭
素
化
の
流
れ
を
う

け
、
Ｃ
Ｏ　
　２

 

を
排
出
す
る
石
炭
火
力
に
つ
い
て
は
、
今
後
は
老

朽
化
し
発
電
効
率
の
低
い
も
の
は
徐
々
に
廃
止
し
、
高
効
率
の

も
の
を
活
用
し
、
併
せ
て
排
出
量
の
少
な
い
ク
リ
ー
ン
な
天
然

ガ
ス
発
電
を
利
用
し
て
い
く
、
と
い
う
施
策
が
進
め
ら
れ
る
見

通
し
で
す
。
2
0
5
0
年
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
に

向
け
た
2
0
3
0
年
度
時
点
の
目
標
は
現
在
の
積
み
上
げ
の
も

と
確
実
に
実
現
す
べ
き
目
標
が
設
定
さ
れ
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

原
子
力
発
電
に
つ
い
て
は
、
梶
山
経
産
大
臣
は
安
全
性
が
確

認
さ
れ
た
発
電
所
は
再
稼
働
し
て
利
用
し
て
い
く
と
し
て
い
ま

す
が
、
新
増
設
に
つ
い
て
は
言
及
を
し
て
い
ま
せ
ん
。
Ｃ
Ｏ　
　２

 

を

排
出
し
な
い
電
源
と
し
て
の
位
置
づ
け
は
重
要
で
す
の
で
、
第
６

次
基
本
計
画
で
の
位
置
づ
け
は
大
変
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。

　現
在
世
界
の
１
２
０
以
上
の
国
と
地
域
が
2
0
5
0
年
の

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
を
宣
言
し
て
い
ま
す
。
脱
炭
素
化
と

そ
の
た
め
の
電
化
の
流
れ
は
加
速
し
て
い
く
と
思
わ
れ
ま
す
。

現
状
を
考
え
る
と
、
実
現
の
た
め
に
は
、
蓄
電
技
術
や
、
水
素

を
利
用
し
た
発
電
、
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
と
い
う
Ｃ
Ｏ　
　２

 

を
回
収
・
貯

留
・
利
用
す
る
技
術
を
は
じ
め
と
し
て
、
多
く
の
分
野
で
相
当

な
技
術
革
新
が
必
要
と
な
り
ま
す
。
今
後
の
日
本
は
、
資
源

に
乏
し
い
島
国
と
い
う
条
件
を
ふ
ま
え
な
が
ら
、
い
わ
ゆ
る

３
E
＋
S（
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
、
環
境
適
合
、
経
済
性
、

安
全
性
）を
大
前
提
と
し
て
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
の
向
上
、
電

力
コ
ス
ト
を
で
き
る
だ
け
抑
え
、
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
も
考

え
な
が
ら
、
環
境
に
配
慮
し
た
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス
を
図
り
、

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現
に
向
け
た
取
り
組
み
を
進
め

て
い
く
こ
と
が
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
視
点
に
な
る
と
思
い
ま
す
。



パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

上越 松之山

牧油田に林立する機械掘りの櫓
（写真：牧歴史民俗資料館）

コミュニティ発電 ザ・松之山温泉

松本真由美氏

長岡

新潟

　　2526　　ひろば　504 号

上
越
は
江
戸
時
代
よ
り
、
越
後
一
の

城
下
町
と
し
て
栄
え
て
い
ま
し
た
。
明

治
時
代
の
経
済
を
支
え
て
い
た
の
が
石

油
産
業
で
す
。
明
治
初
期
に「
玄
藤
寺

油
田
」が
採
掘
さ
れ
、
油
田
か
ら
山
の

麓
ま
で
、
日
本
初
の
石
油
パ
イ
プ
ラ
イ

ン
が
敷
設
さ

れ
ま
す
。
こ

の
地
域
に
全

国
に
先
駆
け

鉄
道
網
が
整

備
さ
れ
た
の
は
石
油
の
存
在
が
大
き

く
、
高
田
駅
前
に
は
巨
大
な
石
油
タ

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
と
も
に
考
え
る

  
上
越
の
こ
れ
か
ら
」

　
基
調
講
演
に
続
き
、
第
二
部
で
は
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
と
も
に
考
え
る 

上

越
の
こ
れ
か
ら
」
を
テ
ー
マ
に
、
上
越
市
立
歴
史
博
物
館
学
芸
員
の
荒
川

将
氏
、「
松
之
山
温
泉
合
同
会
社
ま
ん
ま
」
代
表
社
員
の
柳
一
成
氏
、
松
本

真
由
美
氏
に
よ
る
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
が
行
わ
れ
、
上
越
地
区
の

歴
史
、
地
熱
発
電
事
業
の
取
り
組
み
な
ど
が
紹
介
さ
れ
ま
し
た
。荒川将氏

ン
ク
が
立
ち
並
ん
で
い
た
と
言
わ
れ
て

い
ま
す
。

１
９
０
7
年
、
陸
軍
13
師
団
が
誘

致
さ
れ
ま
し
た
。
誘
致
成
功
の
決
め

手
は
妙
高
市
に「
蔵ぞ

う
ぞ
う々

水
力
発
電
所
」

が
完
成
し
、
高
田
・
直
江
津
・
新
井

地
区
に
初
め
て
電
気
が
灯
っ
た
こ
と
で

し
た
。
人
口
増
加
に
よ
り
、
町
の
経

済
・
文
化
と
様
々
な
面
で
発
展
を
遂

げ
ま
し
た
。
現
在
で
も
、
天
然
ガ
ス
パ

イ
プ
ラ
イ
ン
が
直
江
津
港
か
ら
東
京

や
新
潟
ま
で
繋
っ
て
い
る
な
ど
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
供
給
の
重
要
な
拠
点
と
な
っ
て

い
る
の
で
す
。

「
松
之
山
温
泉
合
同
会
社
ま
ん
ま
」

は
松
之
山
温
泉
の
旅
館
・
飲
食
店
な

ど
が
参
加
す
る
会
社
で
す
。
発
電
事
業

は
６
年
に
わ
た
る
国
の
実
証
事
業
試
験

後
、（
株
）地
熱
開
発
や
源
泉
の
所
有
権

を
も
つ
市
と
何
度
も
議
論
を
重
ね
て
、

事
業
化
に
た
ど
り
着
き
ま
し
た
。
地

熱
発
電
所
の
名
前
は「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

発
電 

ザ
・
松
之
山
温
泉
」（
発
電
出
力

２
１
０
kW
）と
い
い
、
２
０
２
１
年
春

（
予
定
）か
ら
運
転
を
開
始
し
ま
す
。

地
熱
発
電
事
業
化
は
県
内
初
と
な
り

ま
す
。

私
た
ち
は
事
業
を
通
じ
て
、
松
之
山

の
自
然
・
温
泉
の
も
つ
エ
ネ
ル
ギ
ー
を

活
か
し
な
が
ら
地
域
を
活
性
化
し
、
持

続
可
能
な
社
会
づ
く
り
に
貢
献
す
る
こ

と
を
理
念
と
し
て

い
ま
す
。
事
業
化

に
至
る
ま
で
に
は

色
々
な
困
難
が
あ

り
ま
し
た
が
、
そ

の
中
で
携
わ
っ
た

方
々
の
ご
協
力
が

あ
り
ま
し
た
。
観

光
と
環
境
の
つ
な

が
り
に
も
期
待
し

て
い
ま
す
。
天
、

そ
し
て
地
か
ら
の

エ
ネ
ル
ギ
ー
、
人

荒
川
将
氏
「
上
越
近
代
史
の
あ
ら
ま
し
～

石
油
産
業
・
信
越
線
・
第
13
師
団
誘
致
～
」

と
の
縁
が
地

域
の
未
来
を

作
っ
て
い
く

の
だ
と
思
い

ま
す
。

基
調
講
演
に
引
き
続
き
、
パ
ネ
ル

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
に
参
加
し
た
松
本

氏
は
最
後
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
ま
ち
の

観
点
か
ら
上
越
が
進
む
べ
き
未
来
に
つ

い
て
、
以
下
の
と
お
り
ま
と
め
ま
し
た
。

上
越
地
区
に
は
水
力
発
電
所
が
多

数
あ
る
ほ
か
、
風
力
発
電
の
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
も
高
い
も
の
が
あ
り
ま
す
。

直
江
津
港
湾
で
は
上
越
火
力
発
電
所

（
東
北
電
力
）が
建
設
中
で
す
が
、
こ

ち
ら
は
環
境
負
荷
が
少
な
い
液
化
天

然
ガ
ス（
L
N
G
）を
燃
料
と
し
て
、

熱
効
率
が
非

常
に
高
く
、

経
済
性
・
温

暖
化
対
策
、

電
力
の
安
定

柳一成氏

供
給
に
貢
献
す

る
か
と
思
い
ま

す
。
ま
た
、
上

越
市
沖
の
海
底

に
は
メ
タ
ン
ハ

イ
ド
レ
ー
ト
が

賦
存
す
る
こ
と

が
わ
か
っ
て
い

ま
す
。

こ
の
よ
う

に
上
越
地
区

に
は
他
に
は
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連

施
設
が
あ
る
の
で
す
が
、
地
域
の
皆

さ
ん
が
そ
れ
ほ
ど
ご
存
じ
な
く
て
、

「
何
か
工
場
で
も
あ
る
の
か
な
」く
ら

い
に
し
か
感
じ
て
い
な
い
の
は
も
っ

た
い
な
い
と
思
う
の
で
す
。
今
は
コ

ロ
ナ
禍
で
厳
し
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん

が
、
社
会
情
勢
が
安
定
し
た
時
に
は
、

ぜ
ひ
施
設
見
学
な
ど
の
機
会
を
作
っ

て
、
こ
の
地
域
が
日
本
の
エ
ネ
ル

ギ
ー
供
給
に
大
き
く
貢
献
し
て
い
る

と
い
う
こ
と
を
多
く
の
方
々
に
知
っ

て
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

 

柳
一
成
氏
　「
松
之
山
温
泉
（
十
日
町

市
）
の
源
泉
を
活
用
し
た
地
熱
発
電
事
業

の
取
り
組
み
」


